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(57)【要約】
【課題】ＣＭＣ材料から作られる部品の機械的な特性を
保ち、および／または寸法、公差、および／または表面
粗さを守る製造方法を設計する。
【解決手段】本発明は、織り合わされた繊維から作られ
るプリフォームの張力装置およびこのプリフォームを使
ってセラミックマトリックス複合材料から作られる部品
の製造方法に関連する。この方法の中で、プリフォーム
は、緻密化の前、および最中に張力装置（１００）を用
いて張力をかけられ、該張力装置は、本体（２）と、第
１組立部材（３）と、第２組立部材（４）と、制御棒と
を備え、制御棒の回転が、第２組立部材を移動させ、第
１および第２組立部材を互いに離間させ、かつ長手方向
に沿ってプリフォームに張力をかける。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　本体部および２つの対向端部を有する織り合わされた繊維から作られるプリフォーム（
１）の長手方向（Ａ）に沿った張力装置であって、該張力装置は、
　－　前記プリフォームの前記本体部を支持する長手の本体（２）と、
　－　前記本体の一端部に取り付けられた、前記プリフォームの第１組立部材と、
　－　らせん接続によって制御棒に取り付けられた、前記プリフォームの第２組立部材で
あって、前記制御棒自体は、軸周りに自由に回転するように本体の他端部に取り付けられ
た、第２組立部材と、
の同軸の部材を備え、
　前記制御棒は、前記本体および前記第１組立部材から選択された少なくとも１つの部材
に対して自由に回転することができ、
　前記プリフォームの端部が、前記第１および第２組立部材に保持される場合に、これら
同軸の部材は、互いに協働することができるように設計され、軸周りの前記制御棒の回転
が、前記第２組立部材の前記軸周りの移動を引き起こすとともに、前記第１および第２組
立部材が前記軸に沿って互いに離れる結果となり、前記長手方向（Ａ）に沿って前記プリ
フォームに張力をかける、張力装置。
【請求項２】
　前記制御棒の回転中に、少なくとも１つの前記組立部材が、前記張力装置の外部の調整
システムに対して固定保持されている、請求項１に記載の張力装置。
【請求項３】
　前記制御棒が、前記本体および前記第２組立部材と同軸の中間部材を介して前記本体の
端部に組み立てられ、該中間部材は、前記本体および前記第２組立部材の間に配置されて
いる、請求項１または２に記載の張力装置。
【請求項４】
　前記制御棒が雄ネジを有した棒であり、かつ前記第２組立部材が前記制御棒の前記ネジ
山に協働する雌ネジを備えたナットである、請求項１～３のいずれか一項に記載の張力装
置。
【請求項５】
　織り合わされた繊維プリフォーム（１）を根幹としてセラミックマトリックス複合材料
から作られる前記長手方向に延在する中空部品の製造方法であって、該方法は、
　ａ）作られる部品のプリフォーム（１）が、請求項１～４のいずれか一項に記載の張力
装置に配置されるステップと、
　ｂ）前記プリフォームの２つの端部が、前記張力装置の前記第１組立部材（３）および
第２組立部材（４）それぞれに固定されるステップと、
　ｃ）前記制御棒を回転移動させることによって、前記プリフォーム（１）に張力をかけ
るために、前記第１組立部材（３）および第２組立部材（４）を前記長手方向に沿って互
いに離れるように移動させるステップと、
　ｄ）前記プリフォームにおけるマトリックスの形成による前記プリフォームの緻密化を
引き起こすために、張力がかけられた前記プリフォームに緻密化処理を施すステップであ
って、前記緻密化処理は、前記前記プリフォームの融解温度より低く、かつ前記装置の融
解温度より低い温度にて行われる、ステップと、
　ｅ）前記緻密化されたプリフォームから前記張力装置（１００）が取り除かれるステッ
プと、
を備える方法。
【請求項６】
　前記回転移動が適用される際に、さらにステップｃ）が、前記第１および第２組立部材
から選択された少なくとも１つの部材を前記張力装置の外部の調整システムに保持するス
テップからなる、請求項５に記載の製造方法。
【請求項７】
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　前記プリフォームの前記２つの端部を固定するステップｂ）が、前記第１組立部材（３
）および前記第２組立部材（４）の前記軸に方向づけられた前記プリフォームの前記２つ
の端部に半径方向の型締力を加えるために、前記プリフォームの前記２つの端部に締め付
け手段（７）を設置することによって行われる、および／または第一に、前記第１組立部
材（３）と、前記プリフォームの前記２つの端部の一方との間の境界面に、かつ第二に、
前記第２組立部材（４）と、前記プリフォームの前記２つの端部の他方との間の境界面に
、接着材料を付けることによって行われる、請求項５に記載の製造方法。
【請求項８】
　前記締め付け手段（７）と、前記プリフォームの前記２つの端部との間の境界面に接着
材料を付けるステップをさらに備える、請求項７に記載の製造方法。
【請求項９】
　前記締め付け手段（７）が配置された前記第１組立部材（３）および第２組立部材（４
）に対する該締め付け手段（７）の起こり得る移動を防ぐために、前記第１組立部材（３
）および前記第２組立部材（４）に、さらにロッキング手段（８；９）が設けられている
、請求項７に記載の製造方法。
【請求項１０】
　前記張力装置（１００）が、前記プリフォーム（１）の熱膨張係数に近い、または等し
い熱膨張係数を有する材料から作られる、請求項５に記載の製造方法。
【請求項１１】
　処理されたプリフォームが、作られる部品のマトリックス体積の５％より多く、かつ６
０％以下のマトリックス体積の割合を備える場合に、緻密化処理を前記プリフォームに施
すステップｄ）が停止され、かつ該方法が、前記張力装置が取り除かれるステップｅ）の
後に、ステップｆ）をさらに備え、該ステップｆ）は、前記プリフォームの緻密化を終了
させるために、前記前記プリフォームの融解温度以下の温度にて、ステップｅ）の後で得
られた前記プリフォームに緻密化処理を施すステップからなる、請求項５に記載の製造方
法。
【請求項１２】
　前記張力装置（１００）の前記本体（２）が石英ガラスから作られ、かつ前記張力装置
を取り除くステップｅ）が、酸、好ましくはフッ化水素酸、または塩基を用いた前記本体
の薬品浸食によって行われる、請求項５～１１のいずれか一項に記載の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、セラミックマトリックス複合材料から作られた部品を製造する分野に関連す
る。
【０００２】
　特に、織り合わされ、かつ好ましくは編まれた繊維から作られた補強材を有する長手方
向に延在する中空部品の製造に適用することができる。
【０００３】
　また、これら中空部品の製造中に使用される、補強材に張力をかける特定の張力装置に
関する。
【背景技術】
【０００４】
　セラミックマトリックス複合（ＣＭＣ）材料から作られる部品は、繊維構造によって強
化されるセラミックマトリックスからなり、繊維構造は、部品の機械的な強度を提供し、
一方でマトリックスは結合を提供する。
【０００５】
　ＣＭＣ材料から作られる部品は、それらの特に硬度、強靭性、磨耗に対する耐性、およ
び機械的および熱衝撃に対する耐性に関する優れた機械的特性により、多くの工業分野に
おいて特に重宝されている。
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【０００６】
　例えばこのような部品は、航空産業においてブレーキディスク、または高温で運用する
ジェットの製造において使用される構造部品を作るために使用され、またガスタービンに
おける構造部品の製造、原子炉および制御棒を作る金属被覆材料の製造に使用される。
【０００７】
　この本発明の技術的範囲においては、繊維構造（またはプリフォーム）が例えば編まれ
た繊維のような織り合わされた繊維から作られ、および長手方向に沿った好ましい張力方
向を有するＣＭＣ材料から作られる部品に特に関心がある。
【０００８】
　このような部品を製造するために、第１ステップは、得られる部品の形および寸法を有
する多孔質の繊維プリフォームを作るステップからなる。
【０００９】
　繊維プリフォームは、セラミック（例えばカーボン繊維または炭化ケイ素繊維）から作
られる連続的な繊維ワイヤーから作られ、使用される各ワイヤーは、数百までの繊維、ま
たは数千または数万の繊維までをも備えることができる。
【００１０】
　このステップの終わりでは、得られるプリフォームは、乾燥プリフォームと呼ばれ、優
れた柔軟性および高い多孔性を有する。
【００１１】
　次のステップは、いわゆる緻密化ステップを実行するステップであり、これは、部品を
硬くし、かつ有用な機械的特性を与えるために、１または複数の高密度セラミック相（カ
ーボン、炭化ケイ素等）によって乾燥プリフォームのほとんどの孔を充填するステップか
ら成る。
【００１２】
　この緻密化ステップは、化学蒸気浸透（ＣＶＩ）およびポリマー含浸焼成法（ＰＩＰ）
などの良く知られる異なる技術によって行うことができる。
【００１３】
　どの技術を緻密化で用いるかに関わらず、プリフォームの支持部材として使用され、か
つ所望の複合部品の機械的特性および最終の幾何学的形状を制御する特別な道具を使用し
なければならない。繊維プリフォームおよび緻密化方法に必要な高温（約１０００℃、ま
たはそれ以上）で使用される製品（気体および／または液体）にこれらの道具が化学的に
適合することが明らかに重要である。
【００１４】
　回転軸を有する（チューブ等）部品を作る特別な場合において、プリフォーム支持とし
てマンドレルがしばしば使用され、したがってマンドレルの周りに例えば網組またはフィ
ラメントワインディングなどの任意の繊維織り合わせ技術を用いて、プリフォームはマン
ドレル上に成形される。
【００１５】
　図１は、このようなプリフォーム１の一例を示す。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　しかし、このように作られた部品は、欠陥があることがわかる。図２は、プリフォーム
緻密化ステップ後に得られるＣＭＣ複合材料から作られたチューブを示しており、チュー
ブが中央部近くに深刻な形状の欠陥（Ｄ）を備えているのが見られる。本発明者は、これ
らの欠陥は、緻密化ステップの前および／または緻密化ステップ中の繊維状プリフォーム
の緩みによるものであると考える。
【００１７】
　したがって、本発明者は、従来技術の欠点を有しない、プリフォームを伸ばす（引っ張
る）ための装置および長手方向に延在し、ＣＭＣ材料から作られる中空部品の製造方法を
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設計することを目的とした。
【００１８】
　より正確には、本発明者は、作成される部品の質を向上することができる製造方法、す
なわちＣＭＣ材料から作られる部品の機械的な特性を保ち、および／または寸法、公差、
および／または表面粗さを順守する方法を設計しようと試みた。
【００１９】
　したがって、本発明の目的は、従来技術による実施形態においてみられる上述の欠点を
少なくとも部分的に改善することである。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
　これを達成するために、本発明の第１の目的は、本体部および２つの対向端部を有する
織り合わされた繊維から作られるプリフォームの長手方向に沿った張力装置であって、前
記装置は、以下の同軸の部材、
　－　プリフォームの本体部を支持する長手の本体と、
　－　本体の一端部に取り付けられた、プリフォームの第１組立部材と、
　－　らせん接続によって制御棒に取り付けられた、プリフォームの第２組立部材であっ
て、それ自体は軸周りに自由に回転するように本体の他端部に取り付けられた、第２組立
部材と、
を備え、
　制御棒は、本体および第１組立部材から選択された少なくとも１つの部材に対して自由
に回転することができ、
　これら同軸の部材は、プリフォームの端部が第１および第２組立部材に保持される場合
に、互いに協働することができるように設計され、軸周りの制御棒の回転が第２組立部材
の前記軸周りの移動をもたらし、第１および第２組立部材が軸に沿って互いに離れる結果
となり、長手方向に沿ってプリフォームに張力をかけることになる。
【００２１】
　第１および第２組立部材の分離が、近い位置から遠い位置への２つの組立部材の横移動
を引き起こす。
【００２２】
　好ましくは、制御棒の回転中に、少なくとも１つの組立部材が前記張力装置の外部の調
整システムに対して固定保持される。
【００２３】
　好都合に制御棒は、本体および第２組立部材と同軸の中間部材を介して本体端部に組み
立てられ、中間部材は、本体および第２組立部材の間に配置されている。この追加的な部
材は、制御棒の回転を容易にすることができる。制御棒は、本体に対して回転しなければ
ならず、これは、本体に対して固定されたままであるこの中間部材を追加することにより
、より容易になる。制御棒の回転を容易にするように、この中間部材は、制御棒よりも摩
擦係数の小さい材料から好都合に選択される。
【００２４】
　ここで留意すべきは、張力装置の本体は、中実部材または中空部材とすることができる
ことである。中空部材の場合、管状（マンドレル等）とすることができる。
【００２５】
　１つの変形例によると、本体、第１組立部材および場合により中間部材の中から選択さ
れた各同軸の部材は、制御棒に対して自由に回転することができる。
【００２６】
　好都合に、制御棒は、雄ネジを有する棒であり、かつ第２組立部材は、制御棒のネジ山
に協働する雌ネジを備えるナットである。制御棒のネジ山の軸は、ナットのネジ山の軸と
一致することは明らかである。雌ネジおよび雄ネジは、漸進的かつ滑らかにプリフォーム
を引っ張ることを可能にするという利点を有する。
【００２７】
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　本発明の他の目的は、織りあわされた繊維プリフォームを根幹としてセラミックマトリ
ックス複合材料から作られる長手方向に延在する中空部品の製造方法である。この方法は
、以下の、
ａ）作られる部品のプリフォームが上述したような張力装置に配置されるステップ
ｂ）プリフォームの２つの端部がそれぞれ張力装置の第１および第２組立部材に固定され
るステップ
ｃ）制御棒を回転移動させることによって、プリフォームに張力をかけるために第１およ
び第２組立部材を長手方向に沿って互いに離れるように移動させるステップ
ｄ）プリフォームにおけるマトリックスの形成によってプリフォームの緻密化を引き起こ
すために、張力がかけられたプリフォームに緻密化処理を施すステップであって、緻密化
処理は、プリフォームの融解温度よりも低く、かつ装置の融解温度よりも低い温度にて行
われる、ステップ
ｅ）緻密化されたプリフォームから張力装置が取り除かれるステップ
を備える。
【００２８】
　好ましくは、プリフォームは、２次元で編まれた（２Ｄ編み）繊維、または三次元で編
まれた（３Ｄ編み）繊維から作られたプリフォームである。
【００２９】
　プリフォームは、直接張力装置にプリフォームを作ることによって、または別の支持部
（マンドレルなどの従来の道具）にプリフォームをあらかじめ作り、本発明による張力装
置にスライドさせることによって、張力装置に配置されることができる。
【００３０】
　好ましくは、このように作られる部品は、回転軸を備え、好ましくはこれらの部品は、
管状の幾何学形状を有する。
【００３１】
　明らかに、当業者は、プリフォームの所望の張力を得るために第１および第２組立部材
が必要な離間距離をいくつかの試験を行うことにより決定することができる。
【００３２】
　緻密化処理は、当業者に既知のいくつかの方法によって得ることができ、それは例えば
化学蒸気浸透（ＣＶＩ）タイプの処理であるかもしれない。
【００３３】
　方法の１つの考えられる変形例によると、方法のステップｃ）はさらに、回転移動が適
用されている際に、第１および第２組立部材から選択された少なくとも１つの部材を張力
装置の外部の調整システムに保持するステップからなる。
【００３４】
　好都合に、前記第１および第２組立部材の軸に方向づけられたプリフォームの前記２つ
の端部に半径方向の型締力を与えるために、締め付け手段をプリフォームの前記２つの端
部に設置することによって、および／または第一に、第１組立部材およびプリフォームの
２つの端部の一方の境界面に、第二に、第２組立部材およびプリフォームの２つの端部の
他方の間に接着材料を付けることによって、ステップｂ）のプリフォームの２つの端部の
固定が行われる。
【００３５】
　１つの変形例によると、締め付け手段の下でプリフォームが確実に滑らないように、締
め付け手段およびプリフォームの間の境界面に接着材料を付けることがまた可能である。
【００３６】
　プリフォームを第１および第２組立部材に機械的に保持する前記締め付け手段は、例え
ば締め付けフランジまたは第１および第２組立部材の周りに結ばれたストラップとするこ
とができる。
【００３７】
　プリフォームの端部および第１および第２組立部材の間の結合は、これら締め付け手段
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にロッキング手段を追加することによりさらに改善されことができる。したがって、１つ
の本発明考えられる変形例によると、第１および第２組立部材には、さらにロッキング手
段が設けられ、締め付け手段が配置された前記第１および第２組立部材に対する起こりう
る締め付け手段の移動を予防する。
【００３８】
　例えばロッキング手段は、第１および第２組立部材に作られた、環状溝、１つの環状突
起または好ましく平行な２つの環状突起とすることができ、締め付け手段は、溝に面して
配置される、突起に横方向に接触する、または２つの突起の間に配置されるように設計さ
れるため、締め付け手段が配置された第１および第２組立部材に対して、締め付け手段が
並進移動することが防止される。
【００３９】
　好ましくは、製造方法後に得られるプリフォームおよび中空部品は、管状の幾何学形状
を有し、好ましくは、張力装置および特に本体は、管状の幾何学形状を有する。
【００４０】
　好ましくは、張力装置（および特に本体、第１および第２組立部材、制御棒および、１
つの場合の中間部材）は、プリフォームの熱膨張係数に近いまたは等しい熱膨張係数を有
する材料から作られる。本発明のこの目的のために、ここで留意すべきは、「に近い値」
は、プリフォームを作るのに使用される繊維材料の膨張係数の値にほぼ等しい値を意味す
ることである（例えば炭化ケイ素の場合値は、±４ｘ１０－６Ｋ－１に等しい）。
【００４１】
　したがって、プリフォームがカーボンおよび／または炭化ケイ素繊維から作られる場合
、張力装置は好都合にグラファイトから作られることができる。グラファイトの優位性は
、費用が安く、耐薬品性および耐熱性に関連し、ＣＭＣ材料を作る従来技術による既知の
緻密化方法とは異なり、また頻繁に使用される繊維プリフォーム（カーボン、炭化ケイ素
等）のものに熱膨張係数が類似しているため、張力装置は、高温におけるプリフォームの
膨張（ＣＶＩタイプ緻密化方法）に整合することができ、したがって比較的安定した張力
を保つことができる。
【００４２】
　方法の１つの考えられる変形例によると、緻密化処理をプリフォームに適用するステッ
プｄ）は、処理されたプリフォームが、作られる部品のマトリックス体積が５％より多く
、かつマトリックス体積の６０％以下の割合である場合に、止められ、かつ、方法はまた
、張力装置が取り除かれるステップｅ）の後にステップｆ）を備え、ステップｆ）は、プ
リフォームの緻密化を終了させるために、ステップｅ）の後で得られるプリフォームに、
相補的な緻密化処理をプリフォームの融解温度以下の温度にて施すステップからなる。
【００４３】
　この変形例において、部分的に緻密化されたプリフォームの張力装置は取り除かれ、か
つこの部分的に緻密化されたプリフォームの緻密化は継続され、プリフォームの融解温度
以下の温度で終了する。
【００４４】
　好ましくは、マトリックスの体積含有率が、作られる部品のマトリックス量の３０％以
下である場合に、緻密化処理をプリフォームに施すステップは、停止され、さらに好まし
くは、マトリックスの体積含有率が２０％以下、または作られる部品のマトリックス量が
１０％以下である場合はなお良い。
【００４５】
　緻密化されたプリフォームの支持部材を取り外すステップｅ）は、張力装置を機械加工
することにより行われる。
【００４６】
　張力装置の本体がから石英ガラス作られる本発明の１つの特定の実施形態によると、張
力装置を取り外すステップｅ）は、また好ましくはフッ化水素酸などの酸または塩基を用
いた本体の薬品浸食によって行われることができる。第１および第２部材が石英ガラスか
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ら作られていない場合は、それらはまた機械加工されることができる、またはプリフォー
ムの端部をのこぎりで切ることができる。
【００４７】
　張力装置およびこの装置を用いた製造方法の１つの利点は、プリフォームは、単一の方
向に沿って変形することができるということであり、プリフォームは、２つの端部を通る
長手方向に沿ってのみ引き伸ばされ、ねじれることはない。
【００４８】
　さらに、上述したように、従来技術による実施形態が直面する不都合さを少なくとも部
分的に克服する、本発明者によって提案される解決法は、緻密化ステップ中にプリフォー
ムに張力がかけられた状態を保つステップからなる。したがって、支持部（例えばマンド
レル）として使用される道具上でプリフォームが自由に移動できる状態になっている従来
技術とは異なり、本発明による方法におけるプリフォームは、張力がかけられた状態が保
たれる。プリフォームの移動の全ての自由度をなくすことにより、プリフォーム緻密化ス
テップの前、またはその際中に、プリフォームの繊維が「緩められる」または言い換えれ
ば、支持として働く部材の周りに膨張することが不可能になる。しばしばプリフォームの
長さにわたる不規則な緩みとなる、繊維の緩みを避けることは、緻密化後に得られる部品
の全長に沿って目標寸法が守られるということを意味する。
【００４９】
　さらにプリフォームの規則的または不規則な繊維の緩みを避けることは、従来技術にお
いて既知の緻密化方法から得られた部品の繊維の体積含有率の減少を回避し、このような
減少は、最終部品の機械的特性を事実上変更する。実際、繊維が緩む場合、繊維によって
占められる体積は、繊維が緩んでいる部品の一部において大きく、最終部品の繊維の体積
含有率は予想より小さくなり、部品の密度が減る。
【００５０】
　最後に、張力装置および本発明による方法においての装置の使用は、これら全ての不具
合を防ぐ。
【００５１】
　また部品における繊維の最適な体積含有率を可能にし、かつ最適な機械的特性を有する
部品ができあがる。
【００５２】
　本発明による方法中におけるプリフォームの張力はまた、内圧（膨張）および外圧に対
する部品のより優れた耐圧性を保証する。張力がかけられている場合、プリフォームは、
フープ圧縮にさらされ、その結果最終部品は、より容易に続いて起こる内膨張（フープ張
力）に耐えることができる。
【００５３】
　部品の長さの内寸および外寸はまた、保証される。ここで留意すべきは、例えば本発明
による方法においては、長さ方向（プリフォームの長手方向）に沿って適切な張力がプリ
フォームに加えられる場合、部品の全長にわたる内寸および外寸は、少なくとも±０．０
５ｍｍの精度を得ることができることである。
【００５４】
　最後に、本発明による方法中に張力装置を使用することは、異なる製造中においても幾
何学的な寸法の再現性を保証し、産業化においては最も重要なことである。
【００５５】
　要するに、張力装置および本発明による方法において装置を使用することにより、ＣＭ
Ｃ材料から作られる細長い中空部品、特に織り合わされたおよび好ましく編まれた繊維を
有するプリフォームから得られる回転軸を有する部品（例えば管状部品等）の質（密度、
機械的特性、部品の全長にわたる寸法および公差の順守および再現性）を向上することが
できる。この向上は、小さい直径の部品、すなわち１センチメートルまたはそれ以下の直
径、通常外径は１５ｍｍ以下の部品に特に有用である。
【００５６】
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　詳細に記述された本発明によって開示される方法による管形状部品の製造についての以
下の説明を読むことにより、本発明はより理解されるだろう。
【００５７】
　この例は単に本発明を説明するために示されたものであり、およびこの主題を何ら限定
するものではないことは明らかである。特に、部品は、回転軸を有する任意の形とするこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００５８】
【図１】繊維の２Ｄ編みによって得られる管形状プリフォーム１を図式的に示す。
【図２】従来技術による方法によって得られる複合材料から作られる管１０の写真である
。緻密化前および／または最中のプリフォーム繊維構造の緩みにより管の中央部分に重大
な形の欠陥（Ｄ）が見られる。
【図３】本発明による張力装置の第１例の分解斜視図を示す。
【図４】本発明による張力装置の第２例の分解斜視図示す。
【図５ａ】締め付けフランジによってプリフォームの一端部の適所に固定するのに役立つ
、環状溝を備える第１または第２装置の詳細な正面図を示す。
【図５ｂ】締め付けフランジによってプリフォームの一端部の適所に固定するのに役立つ
、１つの環状突起を備える第１または第２装置の詳細な正面図を示す。
【図５ｃ】締め付けフランジによってプリフォームの一端部の適所に固定するのに役立つ
、２つの平行な環状突起を備える第１または第２装置の詳細な正面図を示す。
【図６】管の内径が８ｍｍの形を有するプリフォームの作成に使用されることができる本
発明による張力装置の例を示す。
【図７ａ】図６の張力装置の部材、制御棒５の詳細図を示す。
【図７ｂ】図６の張力装置の部材、第２組立部材４の詳細図を示す。
【図７ｃ】図６の張力装置の部材、中間部材６の詳細図を示す。
【図７ｄ】図６の張力装置の部材、第１組立部材３の詳細図を示す。
【発明を実施するための形態】
【００５９】
　図３を参照すると図は、長手方向（Ａ）に沿って延在する本発明による張力装置１００
を示し、該装置は、この場合管状の長細い本体２と、本体２の一端部に取り付けられた第
１組立部材３と、長手方向（Ａ）に一致する軸周りに回転自在に本体２の他端部に取り付
けられた制御棒５と、らせん接続によって制御棒５に取り付けられた第２組立部材４と、
からなる。実際、この場合らせん接続は、制御棒の外面に作られた雄ネジおよび第２組立
部材（この場合第２組立部材は、例えばナットなどのネジ付き部材である）の内面に作ら
れた対応する雌ネジの存在によって得られる。
【００６０】
　この場合、本体２および第１組立部材３は、制御棒５から独立して軸Ａ周りに自由に回
転する。
【００６１】
　ここで留意すべきは、これら全ての部材は、同軸であり、およびそれらの軸は長手方向
（Ａ）に一致することである。
【００６２】
　図４を参照すると、図は、中間装置６が図３に示す張力装置１００に追加されている様
子を示している。この中間装置は、制御棒５および本体２の間に配置され、制御棒５の回
転を容易にする。
【００６３】
　ここで留意すべきは、また図３および図４において、説明のために、分解組立図を使用
し、第１部材３および制御棒５が本体２から離間しているように示しているが、実際は、
張力装置が使用されている場合には、これらは本体に接触するということである。
【００６４】
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　さらに、図３および図４において、記号／／によって示されているように、本体２は実
際にはもっと長い。
【００６５】
　プリフォームの端部は、例えばフランジなどの締め付け手段を用いて第１および第２組
立部材の所定の場所に保持されることができ、該締め付け手段が配置されると、前記組立
部材の軸に向かって半径方向の型締力が組立部材に加えられる。変形例または追加として
、プリフォームの端部は、例えば接着剤などの接着材料を組立部材およびプリフォームの
境界面に塗ることによって所定の場所に保持されることができる。
【００６６】
　さらに、第１および第２組立部材は、またロッキング手段を取り付けられることができ
、これは組立部材の適所において、プリフォームの保持を容易にする。
【００６７】
　図５ａ、図５ｂおよび図５ｃは、異なる考え得るロッキング手段を示し、すなわちこれ
らはそれぞれ、張力装置１００の異なる同軸部材（本体、第１および第２組立部材、制御
棒、および場合により中間部材）の主軸と一致した主軸を有する環状溝８（図５ａ）、環
状突起９（図５ｂ）および２つの平行な環状突起９（図５ｃ）である。ここで留意すべき
は、フランジ７（締め付け手段の考えられる例）は、前記ロッキング手段に対する位置を
識別できるように示されているが、図を簡略化するためにフランジ７と第１および第２部
材との間に挟まれるプリフォームは、示されていないということである。
【００６８】
　図３において、第１および第２組立部材には、環状溝８が設けられ、その主軸は、第１
および第２組立部材の軸（およびまた長手方向（Ａ））に一致する。
【００６９】
　図４において、第１および第２組立部材には、２つの平行な同軸の環状突起９が設けら
れ、その主軸は、第１および第２組立部材の軸（および長手方向（Ａ））に一致している
。
【００７０】
　本発明による方法の特定の実施形態例のように、管状の幾何学形状を有する部品の詳細
な製造を示し、図４に示す張力装置を用いて行う。
【００７１】
　第一に、プリフォーム１は、張力装置１００の上に形成され、前記プリフォームは、張
力装置１００の本体２および第１および第２組立部材３および４を覆うことができるよう
な大きさであり、プリフォームの２つの端部は、組立部材３および４の適所に固定される
ことができる。ここで留意すべきは、張力装置がまた中間部材６を備えるため、中間部材
はまたプリフォームによって覆われるということである。
【００７２】
　プリフォームは、最先端の技術によって既知の任意の繊維織り合わせ成形技術によって
張力装置上に形成されることができる。
【００７３】
　この成形は、張力装置上に直接行うことができ、またはあらかじめ行い、その後張力装
置にスライドさせることができることができる。
【００７４】
　プリフォームを構成する繊維は、セラミック材料から作られる。それらは、好ましくは
カーボンまたは炭化ケイ素から作られる。
【００７５】
　この例において、繊維は、炭化ケイ素から作られ、３Ｄ織りタイプのプリフォームを得
るために編組によって織り合わされる。
【００７６】
　そしてプリフォーム２つの端部は、第１および第２組立部材の適所に固定され、したが
って前記第１および第２組立部材に固定されるようになる。これは、各第１および第２組
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立部材３および４に設けられた２つの突起９の間の空間に配置された締め付けフランジ７
によって行われ、プリフォームの２つの端部を張力装置１００の第１および第２組立部材
それぞれに締め付ける。
【００７７】
　次は、所望の張力が得られるまでプリフォームを引っ張るステップである。これは、制
御棒５を回転移動させることによって行われ、これは第２組立部材４の並進移動に変換さ
れる。
【００７８】
　第２組立部材４のこの並進移動の結果、第１および第２組立部材３および４は、互いに
離れ、長手方向（Ａ）に沿ったプリフォームを引っ張り、プリフォームに張力をかける。
【００７９】
　さらに、第１組立部材、本体および中間部材が長手方向（Ａ）に一致する主軸周りに自
由に回転することができるため（しかし、これらの部材の１つだけが、この主軸周りに自
由に回転する場合でも十分である）、唯一制御棒の回転が、長手方向に沿ったプリフォー
ムに張力をかける原因であり、プリフォームは、この主軸周りでねじれない。
【００８０】
　ここで留意すべきは、張力をかけ始める場合は、制御棒の回転中に張力装置外の調整シ
ステムに固定された組立部材の１つを保持することが好ましい（例えば作業者は、片手で
保持することにより固定された組立部材の１つを保持することができる）ということであ
る。これは、張力をかけ始める際に発生することがある任意の寄生回転移動を防ぐ。
【００８１】
　ここでまた留意すべきは、張力装置上のプリフォームの張力が増加すると、最終部品の
ＣＭＣ複合材料内の繊維の体積含有率が増加するということである。
【００８２】
　最後に、プリフォームが成形される方法により、プリフォームの直径（内側および外側
）は、数ミリメートル～数１０ミリメートル減少する場合がある。例えば２Ｄ編みまたは
３Ｄ編みのどちらを用いるかによって繊維の緩みは、変化する場合があり、したがってプ
リフォームの張力は、多かれ少なかれプリフォームの直径に影響を及ぼすことがあること
は明らかである。
【００８３】
　結果として、プリフォームの張力はまた、プリフォームの厚さを大幅に減らす場合があ
る。例えば内径約８ｍｍ（言い換えれば、編組によるプリフォームの成形に使用されるマ
ンドレルの直径）および厚さ約１ｍｍの３Ｄ編みプリフォームタイプの場合、発明者は、
公差がせいぜい±０．０５ｍｍの内側寸法（８ｍｍ）および外側寸法（９．４ｍｍ）を保
証しながら、プリフォームの厚さを０．７ｍｍ以下に首尾よく減少させる。
【００８４】
　プリフォームの所望の張力が得られる場合、制御棒５はもはや回転せず、このように張
力がかけられたプリフォームの緻密化が例えば化学蒸気相浸透（ＣＶＩ）などによる緻密
化処理を実行することにより行われ、プリフォーム内にマトリックスを発達させる。
【００８５】
　最先端の技術において既知のいくつかの方法によりプリフォームを緻密化することがで
きるため、ここではこれらの方法を説明しない。
【００８６】
　この実施形態例において、プリフォームの融解温度以下の高温にて、張力がかけられた
プリフォームを張力装置に設置することにより、プリフォームが緻密化される。
【００８７】
　緻密化は、１または２つのステップのみで行われることができる。２つのステップで行
われる場合、処理されたプリフォームのマトリックスの体積含有率が、作られる部品のマ
トリックス体積の５％以上、かつ６０％以下となる場合に、緻密化処理は停止され、そし
て部分的に連結されたプリフォームから張力装置は取り外され、最後に必要であれば、緻
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密化を終了させるために、プリフォームの融解温度以下の温度にてプリフォームの緻密化
処理が再開される。
【００８８】
　プリフォーム繊維は、例えばカーボンまたは炭化ケイ素（しかし他のセラミック材料も
また考えられる）から作られることができ、この場合、緻密化処理は、適用される緻密化
温度に応じて、カーボンまたは炭化ケイ素マトリックスの形成を導くことができる。
【００８９】
　張力装置を形成する異なる部材を作る材料、および締め付け手段を作る材料、および場
合によって接着材料は、緻密化中に使用される温度および薬品に耐えることができる部材
であることが重要なことは明らかである。
【００９０】
　緻密化中に張力装置がプリフォームの膨張に従うことができ、それゆえプリフォームに
おいて安定した張力を維持するように、選択された材料の熱膨張係数がプリフォームの膨
張係数に近いことがまた好ましい。
【００９１】
　したがって、プリフォームの繊維がカーボンまたは炭化ケイ素から作られる場合、張力
装置を形成するためにグラファイト部材が好ましく選択され、締め付け手段がカーボンお
よびカーボン接着剤（例えばＵＣＡＲ社によって製造されるＣ３４「カーボン」接着剤）
から作られる。
【００９２】
　部分的にまたは完全に強化されたプリフォームに張力をかける装置は、例えば機械加工
などの任意の既知の除去技術を用いて取り外されることができる。
【００９３】
　例えば、機械加工または薬品浸食などによって本体を取り除くことができるように、張
力装置の第１および第２組立部材の切断によって除去することができ、張力装置が中間部
材を備えている場合、第１および第２組立部材のように切断されることができ、または機
械加工または任意の除去技術によって取り除かれる。
【００９４】
　上述のように、除去はまた薬品浸食、特に化学溶解によって行われることができ、この
方法は、例えば張力装置の本体が石英ガラスの場合に特に有利である。
【００９５】
　ここで留意すべきは、作られる部品が小さい直径（１５ｍｍ以下）および／または長さ
５０ｍｍ以上である場合に、本体が石英ガラスから作られる張力装置を使用することが特
に有利であり、薬品浸食によって（および例えば組立部材の切断によって）本体を容易に
取り外すことができ、したがって部品の内側および外側寸法の変形を回避することができ
るということである。
【００９６】
　ここで留意すべきは、石英ガラスから作られる本体が使用される場合、プリフォームが
完全に強化される前、言い換えれば上述したように強化されたプリフォームのマトリック
スの体積含有率が、作られる部品のマトリックス体積の５％～４０％である場合に張力装
置を取り外すことが好ましく、石英ガラスおよび使用されるセラミック（例えば炭化ケイ
素またはカーボン）の膨張係数の差によって起こる内圧は、複合材の亀裂または失敗を発
生させないということである。
【００９７】
　上述のように、プリフォームの必要な張力を得るために必要な第１および第２組立部材
の距離を当業者が決定することができることは明らかである。
【００９８】
　本発明による張力装置を用いてプリフォームを引っ張るために加えられる張力が、プリ
フォームを作るために使用される繊維の性質および織り方だけでなく、また作られる部品
の寸法、および張力装置の部材を構成する材料に依存することは明らかである。
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【００９９】
　部材は、グラファイト２１２０（Carbone Lorraine）から作られ、部材の寸法は、図７
ａ～図７ｄに示されている本発明による張力装置（図６）を用いて、日本カーボン製のHi
-Nicalon S繊維の３Ｄ織りで作られる、内径８ｍｍおよび厚さ０．８ｍｍのプリフォーム
に張力をかけるための計算の原理を以下に説明する。
【０１００】
　ここで留意すべきは、明瞭にするために、図６、図７ａおよび図７ｂにネジ山は図示さ
れていないということである。しかし、図７ａおよび図７ｂの正面図において、このネジ
山があり、これがＭ６のネジ山であることは明らかである。
【０１０１】
　この実施形態例に使用される材料の特性は、以下の表１の通りである。
【０１０２】
【表１】

【０１０３】
　プリフォームに張力をかける場合に使用される第１の基準は、張力装置の機械的強度で
ある。最大引張強さを越えて装置に負荷をかけないことが重要である。実際は、セラミッ
クのような脆弱性を考え、グラファイトの最大強さに安全率が適用される。これは、グラ
ファイトに最大強度の１／３以上の負荷がかけられることを回避する。
【０１０４】
　この例の場合、最高の引張応力を有する張力装置の部品は、ネジ付き制御棒である。こ
のネジ付き棒の最大引張強さＦ（Ｎ）は、σ（ＭＰａ）×Ｓ（ｍｍ２）である。
【０１０５】
　この例のように、ネジ付き棒は、約２００ｍｍ２に等しい断面積（Ｓ）を有しているた
め、最大引っ張り強さは、Ｆ（Ｎ）＝３５×２０＝７００Ｎとなる。したがって、上記に
与えられた安全基準（１／３）に基づき、プリフォームを引っ張る場合にネジ付き棒の強
度を越えない最大張力は、２３３Ｎである。
【０１０６】
　考慮される第２の基準は、プリフォームの強度および一旦完了した部品の特性を劣化さ
せる場合がある過度のプレストレスを加えないということである。それゆえ、破損点での
プリフォームの特性を知らなければならない。
【０１０７】
　我々の実施形態例において、プリフォームの最大強度は、１００００Ｎ程度で０．６％
の歪みである。過剰なプレストレスとならないことを保証するために、プリフォームに加
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しい－を越えないことが推奨される。
【０１０８】
　我々の実施形態例においてこれら２つの基準は、重複しており、２つの定義された基準
を守るためにプリフォームには２００Ｎ以上の張力がかけられることはないことは明らか
である。
【０１０９】
　同じ論理は、この例において示されたものと異なる幾何学形状を有する張力装置および
プリフォームにも適用することができる。
【０１１０】
　クラッディングなどの管形状部品の実施形態例が説明された。しかし、例えば六角形断
面を有する管などの任意の他の回転幾何学形状も考えられる。これを達成するために必要
なことは、適宜張力装置の断面の形を適合させることである。
【０１１１】
　本発明による方法の潜在的な用途は、繊維が織り合わされた（２Ｄ，３Ｄ編み等）セラ
ミックマトリックス複合材料から作られ、寸法および機械的な特性を守ることが重要な、
好ましくは回転軸を有する任意の中空部品の製造に適用される。１つの特定の例は、第４
世代原子炉のセラミック燃料クラッディングの製造である。
【符号の説明】
【０１１２】
　１　プリフォーム
　２　本体
　３　第１組立部材
　４　第２組立部材
　５　制御棒
　６　中間部材
　７　フランジ
　８　環状溝
　９　環状突起
　１００　張力装置
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